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(57)【要約】
【課題】接続させたコネクタ同士のがたつきを抑制し、
高い耐震性及び耐久性を有するコネクタを提供する。
【解決手段】第１コネクタ部材１２と、第２コネクタ部
材６８と、が嵌合されるコネクタ１０であって、第１コ
ネクタ部材１２は、突起部５８が形成された第１ハウジ
ング２２を有し、第２コネクタ部材６８は、第２ハウジ
ング８４と、第２ハウジング８４が覆われると共に、取
り付けられるフード部材１２２と、フード部材１２２と
第２ハウジング８４との間に設けられた弾性部材１７４
と、突起部５８と係止されるロック機構６９と、を有し
、ロック機構６９が操作され、突起部５８が嵌合方向に
引きつけられ、第１コネクタ部材１２と第２コネクタ部
材６８が嵌合方向への移動が規制された後、ロック機構
６９が操作され、フード部材１２２が弾性部材１７４を
圧縮しながら移動され、弾性部材１７４が圧縮された状
態でロック機構６９が固定される。
【選択図】図１９
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１コネクタ部材と、第２コネクタ部材と、が嵌合されるコネクタであって、
　前記第１コネクタ部材は、外面側に少なくとも１つの突起部が形成された第１ハウジン
グを有し、
　前記第２コネクタ部材は、第２ハウジングと、前記第２ハウジングが覆われるように設
けられると共に、内側に前記第２ハウジングが取り付けられるフード部材と、前記フード
部材と前記第２ハウジングとの間に設けられた弾性部材と、前記第１コネクタ部材の前記
突起部と係止されるロック機構と、を有し、
　前記第１コネクタ部材と前記第２コネクタ部材が接続される場合、前記ロック機構が操
作されることで、前記ロック機構に係止された前記第１ハウジングの前記突起部が嵌合方
向に引きつけられると共に、前記第１コネクタ部材と前記第２コネクタ部材が嵌合方向に
移動されるようになり、
　前記第１ハウジングと前記第２ハウジングの少なくとも一部が当接され、前記第１コネ
クタ部材と前記第２コネクタ部材の嵌合方向への移動が規制された後、さらに前記ロック
機構が操作されることで、前記フード部材が前記第２ハウジングとの間に設けられた前記
弾性部材を圧縮しながら嵌合方向へ移動され、前記弾性部材が圧縮された状態で前記ロッ
ク機構が固定されるように構成されていることを特徴とするコネクタ。
【請求項２】
　前記第２コネクタ部材は、前記第１コネクタ部材に設けられた少なくとも一つの第１コ
ンタクトと接触される少なくとも一つの第２コンタクトを有し、
　前記第２コンタクトの前記第１コンタクトと接触される側とは反対側には、ワイヤーが
取り付けられており、
　前記弾性部材には、前記ワイヤーが挿通される挿通部が形成されたことを特徴とする請
求項１に記載のコネクタ。
【請求項３】
　前記第２ハウジングの前記フード部材側には、前記弾性部材が収容される筒状の囲い部
が形成されており、
　前記フード部材の前記第２ハウジング側には、前記囲い部が挿入される隙間部が形成さ
れており、
　前記第１コネクタ部材と前記第２コネクタ部材が接続される場合、前記ロック機構の操
作により前記フード部材が前記弾性部材を圧縮して移動される際に、前記第２ハウジング
の前記囲い部が前記フード部材の前記隙間部を移動されるように構成されていることを特
徴とする請求項１又は２に記載のコネクタ。
【請求項４】
　前記ロック機構は、前記フード部材の内側に対向するように前記突起部が通過される少
なくとも一つのスライド溝部が形成された板状のスライド部材と、前記スライド部材を移
動させるレバー部材と、を有し、
　前記スライド部材は、前記フード部材の内部に、前記レバー部材により前記第１コネク
タ部材と前記第２コネクタ部材の嵌合方向に対して直交する方向に反復移動されるように
設けられ、
　前記第１コネクタ部材と前記第２コネクタ部材が接続される場合に、前記レバー部材に
より前記スライド部材が移動されることで、前記スライド溝部に前記突起部が通過される
際に押圧されて、前記第１コネクタ部材と前記第２コネクタ部材が嵌合方向に移動される
ように構成されていることを特徴とする請求項１から３のいずれかに記載のコネクタ。
【請求項５】
　前記スライド溝部は、前記突起部が通過可能な幅であって、前記第１コネクタ部材と前
記第２コネクタ部材が接続される場合における前記スライド部材の移動方向において、前
方側に比べ後方側が、前記第１コネクタ部材が接続される側に対して離れるように傾斜さ
れて形成されたことを特徴とする請求項４に記載のコネクタ。
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【請求項６】
　前記レバー部材は、操作部と、前記操作部の両端から延設された一対の腕部と、前記腕
部の前記操作部とは反対側の端部側にそれぞれ形成された複数の突起が形成された爪部と
、前記爪部の中央部分にそれぞれ形成された軸部と、を有し、
　前記スライド部材には、前記爪部が噛み合わされる嵌合部が形成され、
　前記レバー部材の前記軸部を軸に回転させることで、前記スライド部材が移動されるよ
うに構成されていることを特徴とする請求項４又は５に記載のコネクタ。
【請求項７】
　前記第１ハウジングと前記フード部材の嵌合される際に隣接される部分には、少なくと
も２本の板状突起が立設された耐震突起、又は、前記耐震突起が嵌入される楔状に切り込
まれた耐震突起嵌入溝のいずれかが少なくとも一つずつ形成されており、
　前記第１コネクタ部材と前記第２コネクタ部材が嵌合される際に、前記耐震突起が前記
耐震突起嵌入溝に嵌入されるように構成されていることを特徴とする請求項１から６のい
ずれかに記載のコネクタ。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、本発明は、接続させたコネクタのがたつきを抑制し、高い耐震性及び耐久性
を有するコネクタに関する。
【背景技術】
【０００２】
　例えば、下記特許文献１に耐震性を有するコネクタの発明が開示されている。下記特許
文献１の発明によれば、第１接続端子を支持するメス型の第１ハウジングと、前記第１接
続端子と電気的に接続される第２接続端子を支持するとともに、前記第１ハウジングに嵌
挿されて前記第１ハウジングと嵌合するオス型の第２ハウジングと、前記第１ハウジング
と前記第２ハウジングとが嵌合する方向と直交する一方向に延在して前記第１ハウジング
に形成された溝に掛け止められ、かつ前記嵌合する方向および前記溝の方向のいずれにも
直交する方向に沿って前記第２ハウジングに付勢する掛け止め金具と、を含み、前記第１
ハウジングおよび前記第２ハウジングのいずれか一方は、前記嵌合する方向に延在し、か
つ所定の幅変化率および所定の角度変化率により形成されたテーパ形状のスリットリブを
備え、前記第１ハウジングおよび前記第２ハウジングのいずれか他方は、前記スリットリ
ブに対応する位置に設けられるとともに前記第１ハウジングおよび前記第２ハウジングの
嵌合方向に延在し、かつ前記スリットリブの所定の角度変化率よりも大きな角度変化率お
よび前記所定の幅変化率よりも大きな幅変化率を有するテーパ形状の溝を備え、前記第２
ハウジングが前記第１ハウジングに嵌合された場合、前記溝の内周面に対して前記スリッ
トリブの外壁面が嵌入されて前記スリットリブのスリットが狭くなり、前記溝に前記スリ
ットリブが圧入されるとしている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００８－０７１６７８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　上記特許文献１のコネクタの発明では、第１ハウジングと第２ハウジングの嵌合状態を
保つために、掛け止め金具が用いられており、この掛け止め金具が第１ハウジングと第２
ハウジングの固定溝に入り込み傾斜面が押圧されることで固定される構成となっている。
【０００５】
　しかし、上記特許文献１に開示されたコネクタでは、金属製の掛け止め金具が用いられ
ているため、製造費用が高価となる課題がある。また、掛け止め金具の弾性力により固定
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されているため、より大きな力がかかった場合は、外れるおそれがある。
【０００６】
　本発明の目的は、接続させたコネクタ同士のがたつきを抑制し、高い耐震性及び耐久性
を有するコネクタを提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記課題を解決するために、本発明の第１の態様のコネクタは、第１コネクタ部材と、
第２コネクタ部材と、が嵌合されるコネクタであって、
　前記第１コネクタ部材は、外面側に少なくとも１つの突起部が形成された第１ハウジン
グを有し、
　前記第２コネクタ部材は、第２ハウジングと、前記第２ハウジングが覆われるように設
けられると共に、内側に前記第２ハウジングが取り付けられるフード部材と、前記フード
部材と前記第２ハウジングとの間に設けられた弾性部材と、前記第１コネクタ部材の前記
突起部と係止されるロック機構と、を有し、
　前記第１コネクタ部材と前記第２コネクタ部材が接続される場合、前記ロック機構が操
作されることで、前記ロック機構に係止された前記第１ハウジングの前記突起部が嵌合方
向に引きつけられると共に、前記第１コネクタ部材と前記第２コネクタ部材が嵌合方向に
移動されるようになり、
　前記第１ハウジングと前記第２ハウジングの少なくとも一部が当接され、前記第１コネ
クタ部材と前記第２コネクタ部材の嵌合方向への移動が規制された後、さらに前記ロック
機構が操作されることで、前記フード部材が前記第２ハウジングとの間に設けられた前記
弾性部材を圧縮しながら嵌合方向へ移動され、前記弾性部材が圧縮された状態で前記ロッ
ク機構が固定されるように構成されていることを特徴とする。
【０００８】
　また、第２の態様のコネクタは、第１の態様のコネクタにおいて、前記第２コネクタ部
材は、前記第１コネクタ部材に設けられた少なくとも一つの第１コンタクトと接触される
少なくとも一つの第２コンタクトを有し、
　前記第２コンタクトの前記第１コンタクトと接触される側とは反対側には、ワイヤーが
取り付けられており、
　前記弾性部材には、前記ワイヤーが挿通される挿通部が形成されたことを特徴とする。
【０００９】
　また、第３の態様のコネクタは、第１又は第２の態様のコネクタにおいて、前記第２ハ
ウジングの前記フード部材側には、前記弾性部材が収容される筒状の囲い部が形成されて
おり、
　前記フード部材の前記第２ハウジング側には、前記囲い部が挿入される隙間部が形成さ
れており、
　前記第１コネクタ部材と前記第２コネクタ部材が接続される場合、前記ロック機構の操
作により前記フード部材が前記弾性部材を圧縮して移動される際に、前記第２ハウジング
の前記囲い部が前記フード部材の前記隙間部を移動されることを特徴とする。
【００１０】
　また、第４の態様のコネクタは、第１から第３のいずれかの態様のコネクタにおいて、
前記ロック機構は、前記フード部材の内側に対向するように前記突起部が通過される少な
くとも一つのスライド溝部が形成された板状のスライド部材と、前記スライド部材を移動
させるレバー部材と、を有し、
　前記スライド部材は、前記フード部材の内部に、前記レバー部材により前記第１コネク
タ部材と前記第２コネクタ部材の嵌合方向に対して直交する方向に反復移動されるように
設けられ、
　前記第１コネクタ部材と前記第２コネクタ部材が接続される場合に、前記レバー部材に
より前記スライド部材が移動されることで、前記スライド溝部に前記突起部が通過される
際に押圧されて、前記第１コネクタ部材と前記第２コネクタ部材が嵌合方向に移動される
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構成となっていることを特徴とする。
【００１１】
　また、第５の態様のコネクタは、第４の態様のコネクタにおいて、前記スライド溝部は
、前記突起部が通過可能な幅であって、前記第１コネクタ部材と前記第２コネクタ部材が
接続される場合における前記スライド部材の移動方向において、前方側に比べ後方側が、
前記第１コネクタ部材が接続される側に対して離れるように傾斜されて形成されたことを
特徴とする。
【００１２】
　また、第６の態様のコネクタは、第４又は第５の態様のコネクタにおいて、前記レバー
部材は、操作部と、前記操作部の両端から延設された一対の腕部と、前記腕部の前記操作
部とは反対側の端部側にそれぞれ形成された複数の突起が形成された爪部と、前記爪部の
中央部分にそれぞれ形成された軸部と、を有し、
　前記スライド部材には、前記爪部が噛み合わされる嵌合部が形成され、
　前記レバー部材の前記軸部を軸に回転させることで、前記スライド部材が移動されるよ
うな構成とされていることを特徴とする。
【００１３】
　また、第７の態様のコネクタは、第１から第６の態様のコネクタにおいて、前記第１ハ
ウジングと前記フード部材の嵌合される際に隣接される部分には、少なくとも２本の板状
突起が立設された耐震突起、又は、前記耐震突起が嵌入される楔状に切り込まれた耐震突
起嵌入溝のいずれかが少なくとも一つずつ形成されており、
　前記第１コネクタ部材と前記第２コネクタ部材が嵌合される際に、前記耐震突起が前記
耐震突起嵌入溝に嵌入される構成とされていることを特徴とする。
【発明の効果】
【００１４】
　第１の態様のコネクタによれば、第２コネクタ部材に設けられた弾性部材が押圧された
状態で第１コネクタ部材と第２コネクタ部材が固定された構成とされていることで、弾性
変形された弾性部材の元に戻ろうとする弾性力により第２ハウジングが常に嵌合方向に押
圧された状態で第１ハウジングと当接されるようになるため、がたつきが抑制され、高い
耐久性及び耐震性を得ることができる。
【００１５】
　また、第２の態様のコネクタによれば、弾性部材が押圧されて弾性変形することで、電
線が挿通された挿通部が圧縮されて径が縮まることで、より防水性を高めることができる
。
【００１６】
　また、第３の態様のコネクタによれば、弾性部材が圧縮された際のフード部材の移動を
簡単な構造で円滑に行うことができるようなる。
【００１７】
　また、第４の態様のコネクタによれば、ロック機構を突起部の数に対応したスライド溝
部が形成されたスライド部材を組み合わせることで、嵌合を確実に行うことができるよう
になる。
【００１８】
　また、第５の態様のコネクタによれば、スライド部材のスライド溝部に突起部を通過さ
せるだけで、第１コネクタ部材と第２コネクタ部材を嵌合方向に移動させることができる
ようになる。
【００１９】
　また、第６の態様のコネクタによれば、レバー部材を回転させることで、スライド部材
を反復移動させることができるようになる。
【００２０】
　また、第７の態様のコネクタによれば、圧縮された弾性部材により、第１コネクタ部材
と第２コネクタ部材が常に押圧された状態となるため、耐震突起嵌入溝に嵌入された耐震
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突起も常に押圧された状態となるため耐震性を高めることができる。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】図１Ａは実施形態の第１コネクタ部材と第２コネクタ部材が接続された状態のコ
ネクタの斜視図であり、図１Ｂは接続前の状態のコネクタの斜視図である。
【図２】図２Ａは第１コネクタ部材の斜視図であり、図２Ｂは一方から見た側面図である
。
【図３】図３Ａは第１コネクタ部材の平面図であり、図３Ｂは正面図であり、図３Ｃは底
面図である。
【図４】図４Ａは第２コネクタ部材の後面図であり、図４Ｂは平面図であり、図４Ｃは正
面図である。
【図５】第２コネクタ部材の分解斜視図である。
【図６】図６Ａは信号用の第２コンタクトの斜視図であり、図６Ｂは電源用の第２コンタ
クトの斜視図である。
【図７】図７Ａは第２ハウジングの一方から見た斜視図であり、図７Ｂは上下を逆にした
状態の斜視図である。
【図８】フード部材の一方から見た斜視図である。
【図９】図９Ａはフード部材の正面図であり、図９Ｂは後面図である。
【図１０】図１０Ａはスライド部材の斜視図であり、図１０Ｂは平面図であり、図１０Ｃ
は底面図である。
【図１１】図１１Ａはワイヤーシールの一方から見た斜視図であり、図１１Ｂは他方から
見た斜視図である。
【図１２】図１２Ａはカバー部材の一歩から見た斜視図であり、図１２Ｂは他方から見た
斜視図であり、図１２Ｃは後面図であり、図１２Ｄ平面図である。
【図１３】図１３Ａはレバー部材の斜視図であり、図１３Ｂは正面図である。
【図１４】図１４Ａはリテーナの斜視図であり、図１４Ｂは正面図である。
【図１５】図１５Ａは第１コネクタ部材と第２コネクタ部材の接続を説明する図１Ｂに続
く斜視図であり、図１５Ｂは平面図である。
【図１６】図１６Ａは図１５ＢのXVIA－XVIA線での断面図であり、図１６Ｂは図１５Ｂの
XVIＢ－XVIＢ線での断面図である。
【図１７】図１７Ａは第１コネクタ部材と第２コネクタ部材の接続を説明する図１６Ａに
続く断面図であり、図１７Ｂは図１６Ｂに続く断面図である。
【図１８】図１８Ａは第１コネクタ部材と第２コネクタ部材の接続を説明する図１７Ａに
続く断面図であり、図１８Ｂは図１７Ｂに続く断面図である。
【図１９】図１９Ａは第１コネクタ部材と第２コネクタ部材の接続を説明する図１８Ａに
続く断面図であり、図１９Ｂは図１８Ｂに続く断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　以下、図面を参照して本発明の実施形態を説明する。ただし、以下に示す実施形態は、
本発明の技術思想を具体化するためのコネクタを例示するものであって、本発明をこれに
特定することを意図するものではない。本発明は、特許請求の範囲に含まれるその他の実
施形態のものにも等しく適応し得るものである。
【００２３】
［実施形態］
　図１～図１９を参照して、実施形態にかかるコネクタ１０について説明する。実施形態
のコネクタ１０は、図１に示すように、基板等に実装される第１コネクタ部材１２と、第
１コネクタ部材１２に接続される第２コネクタ部材６８とを有し、第１コネクタ部材１２
と第２コネクタ部材６８が着脱自在なるように構成されている。また、第１コネクタ部材
１２と第２コネクタ部材６８には、接続状態の固定及び解除が行われるロック機構６９を
構成するレバー部材１８４とスライド部材２４２と、が備えられている。なお、実施形態
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では、第１コネクタ部材１２が雄側のコネクタとなり、第２コネクタ部材６８が雌側のコ
ネクタとなっている。
【００２４】
　まず、図１～図３を参照して、実施形態の第１コネクタ部材１２について説明する。第
１コネクタ部材１２は、複数の第１コンタクト１４と、この複数の第１コンタクト１４が
装着された第１ハウジング２２と、第１ハウジング２２に取り付けられ、基板に接続され
る側の各第１コンタクト１４を整列させる補整板６２とを有している。なお、第１コンタ
クトは、信号用の第１コンタクト１４ａと電源用の第１コンタクト１４ｂが複数の段と列
に配列されて設けられており、第１ハウジング２２と第１コンタクト１４ａ及び第１コン
タクト１４ｂは、例えば、インサート成形により一体となるように形成されている。
【００２５】
　第１コネクタ部材１２の信号用の第１コンタクト１４ａは、金属製の棒状体の一部が屈
曲されて、略Ｌ字状に形成されており、第１コンタクト本体部１６ａと、第１コンタクト
本体部１６ａの一方に第２コネクタ部材６８に設けられた信号用の第２コンタクト７０ａ
（図６Ａ参照）と接触される第１接触部１８ａと、他方に基板とはんだ付け等により接続
される接続部２０ａとを有している。なお、第１コネクタ部材１２の第１コンタクト１４
ａは、複数の段と列に配列されているため、配置された位置により長さが異なるように形
成されているが、構成はそれぞれ共通する。
【００２６】
　また、第１コネクタ部材１２の電源用の第１コンタクト１４ｂは、信号用の第１コンタ
クト１４ａと大きさが異なるが、略共通の構成を有しており、金属製の棒状体の一部が屈
曲されて、略Ｌ字状に形成されており、第１コンタクト本体部１６ｂと、第１コンタクト
本体部１６ｂの一方に第２コネクタ部材６８に設けられた電源用の第２コンタクト７０ｂ
（図６Ｂ参照）と接触される第１接触部１８ｂと、他方に基板とはんだ付け等により接続
される接続部２０ｂとを有している。なお、以下、第１コネクタ部材１２に設けられた信
号用の第１コンタクト１４ａ及び電源用の第１コンタクト１４ｂはまとめて第１コンタク
ト１４ともいう。
【００２７】
　第１ハウジング２２は、複数の第１コンタクト１４が一体となるように収容された第１
コンタクト収容部４２が設けられた第１ハウジング本体部２４を有し、第１ハウジング本
体部２４の一方側には、第１コンタクト１４の第１接触部１８側が配置され、第２コネク
タ部材６８と接続される嵌合部４６を有している。また、第１ハウジング本体部２４の他
方側からは、第１コンタクト１４の接続部２０側が配置され、補整板６２が設けられてい
る。
【００２８】
　第１ハウジング２２の第１ハウジング本体部２４は、第１コンタクト１４の第１接触部
１８側が突出された第１前面２６と、第１コンタクト１４の接続部２０側が突出された第
１後面３０と、第１上面３４、第１底面３６、一方の第１側面３８及び他方の第１側面４
０で囲まれて所定の幅を有するブロック体で形成されている。また、第１コンタクト収容
部４２には、装着される第１コンタクト１４に応じて形成されており、信号用の第１コン
タクト１４ａと、信号用よりやや大きい電源用の第１コンタクト１４ｂがそれぞれ一体と
なるように収容されている。
【００２９】
　第１ハウジング本体部２４の第１前面２６には、第１コンタクト１４の第１接触部１８
側が突出され、この突出された第１コンタクト１４を囲うように第２コネクタ部材６８が
接続される少なくとも一つ、実施形態では、２つの嵌合部４６が筒状に延設されて形成さ
れている。この嵌合部４６は、第１コネクタ部材１２が第２コネクタ部材６８と接続され
る際に、第２コネクタ部材６８に挿入される部分となる。以下、１つの嵌合部４６を代表
して説明する。
【００３０】
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　嵌合部４６は、上面側４８、底面側５２及び両側面側５０で囲まれた略矩形状の筒状体
が第１ハウジング本体部２４の第１前面２６から延設されて一体に形成されており、各角
部が曲面状となるように形成されている。
【００３１】
　また、嵌合部４６の筒状体の片方の側面側５０の外周側には、外側ガイド部５６がそれ
ぞれ形成されている。この外側ガイド部５６は、第１コネクタ部材１２と第２コネクタ部
材が接続される際に、第２コネクタ部材６８のフード部材１２２に形成された嵌合部ガイ
ド溝１６８（図８参照）がガイドされるようになる。また、外側ガイド部５６が片方の側
面側５０のみに形成されていることで、第２コネクタ部材６８が反対向きに接続されるこ
とを防止することができる。
【００３２】
　また、嵌合部４６の上面側４８及び底面側５２には、複数の突起状の案内突起部５９が
形成されている。この案内突起部５９は、嵌合部４６の挿抜方向に傾斜がそれぞれ形成さ
れており、フード部材１２２が取り付けられる際に案内レール溝１４８（図８、図９、図
１６Ａ参照）に案内されると共に、後述するフード部材１２２に設けられるスライド部材
２４２に形成された係止突部２７２（図１３、図１６Ａ参照）が押圧されることで、フー
ド部材１２２内のスライド部材２４２の係止を解除する部分となる。
【００３３】
　また、嵌合部４６の上面側４８及び底面側５２には、少なくとも一つ、実施形態では、
上面側４８に２つ、底面側５２に２つの突起部５８がそれぞれ形成されている。この突起
部５８は、後述する第２コネクタ部材６８に設けられたスライド部材２４２及び、このス
ライド部材２４２を反復移動させるレバー部材１８４と、が組み合わされて、第１コネク
タ部材１２と第２コネクタ６８の嵌合を行うと共に、接続状態の固定及び固定の解除を行
うようになる。
【００３４】
　また、嵌合部４６の上面側４８及び底面側５２の各内周側には、複数の内側ガイド部５
４が突出されて形成されており、第１コネクタ部材１２と第２コネクタ部材６８が接続さ
れる際に、第２コネクタ部材６８の第２ハウジング８４に形成された各ガイド溝１０８に
ガイドされ、案内される部分となる。
【００３５】
　また、嵌合部４６の内側には、第１ハウジング本体部２４の第１前面２６から突出され
たガイド板部６０が複数形成されている。このガイド板部６０は第２コネクタ部材６８の
第２ハウジング８４に形成されたガイド孔９０に嵌入されるようになる。なお、実施形態
では、ガイド板部６０には、平面状に形成されたものと、板体に複数の溝が形成されたも
のとがそれぞれ設けられている。
【００３６】
　また、嵌合部４６の第２コネクタ部材６８と接続される側の各角部の内側には、くさび
状に切れ込まれた溝がそれぞれ形成されている。このくさび状の溝は、後述するフード部
材１２２に形成された第１耐震突起１６４が嵌入されるための第１耐震突起嵌入溝６１と
なる。
【００３７】
　また、第１ハウジング本体部２４の第１後面３０からは、第１コンタクト１４の接続部
２０側が突出されている。さらに、第１ハウジング本体部２４の第１後面３０の第１底面
３６側には、補整板６２が取り付けられる補整板取付部４４が形成されている。
【００３８】
　補整板６２は、第１コンタクト１４の接続部２０が貫通される複数の貫通孔６４が形成
された板状体となっており、接続部２０を整列させ、基板等に接続しやすくするものであ
る。この補整板６２の第１ハウジング２２と取り付けられる側には、第１ハウジング２２
の補整板取付部４４と取り付けられる被取付部６６が形成されている。
【００３９】
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　なお、実施形態の第１コネクタ部材１２では、第１ハウジング２２と各第１コンタクト
１４をインサート成形により一体に形成した場合を説明したが、これに限らず、第１ハウ
ジングと第１コンタクトを別々に形成し、組み立てるようにしてもよい。
【００４０】
　次に、図１、図４～図１４を参照して、第２コネクタ部材６８について説明する。なお
、実施形態のコネクタ１０では、第２コネクタ部材６８は第１コネクタ部材１２に２つ設
けられるようになっているが、これらの第２コネクタ部材６８は一部の構成が左右対称に
形成されているだけで、他の構成は共通するので、一方のみを代表して説明する。
【００４１】
　第２コネクタ部材６８は、図４、図５に示すように、ワイヤー７８が接続された複数の
第２コンタクト７０と、複数の第２コンタクト７０が収容される第２コンタクト収容部１
２０が形成された第２ハウジング８４と、第２ハウジング８４に収容された第２コンタク
ト７０を位置決め固定するリテーナ２２６と、第２ハウジング８４の外周側に環状に設け
られたシール部材２４０と、第２ハウジング８４が覆われるように設けられたフード部材
１２２と、フード部材１２２の内側であって、第２ハウジング８４との間に設けられた弾
性部材としてのワイヤーシール１７４と、フード部材１２２の第１コネクタ部材１２と接
続される側とは反対側に設けられたカバー部材２０４と、カバー部材２０４に回転自在に
設けられたレバー部材１８４と、フード部材１２２内に配置され、レバー部材１８４によ
り反復移動される一対のスライド部材２４２と、を有している。なお、実施形態では、レ
バー部材１８４とスライド部材２４２によりロック機構６９が構成されている。また、第
２コンタクト７０は、図６Ａに示すような、信号用の第２コンタクト７０ａと図６Ｂに示
すような電源用の第２コンタクト７０ｂが複数の段と列に配列されて設けられている。
【００４２】
　まず、信号用の第２コンタクト７０ａは、図６Ａに示すように、筒状の第２コンタクト
本体部７２ａと、第２コンタクト本体部７２ａの一方側に信号用の第１コンタクト１４ａ
の第１接触部１８ａが挿入された状態で接触される第２接触部７４ａを有し、他方側にワ
イヤー７８が装着されるワイヤー装着部７６ａを有している。また、第２コンタクト本体
部７２ａの上側８０ａには、後述する第２ハウジング８４の第２コンタクト収容部１２０
内に設けられた爪状のランス（図示省略）が嵌め込まれる嵌入部８２ａが形成されており
、また、第２コンタクト本体部７２ａのワイヤー装着部７６ａ側にはリテーナ２２６の固
定突起２３２が嵌め込まれることにより位置決め固定される固定部８３ａが形成されてい
る。
【００４３】
　また、電源用の第２コンタクト７０ｂは、図６Ｂに示すように、信号用の第２コンタク
ト７０ａと略共通の構成を有しており、筒状の第２コンタクト本体部７２ｂと、第２コン
タクト本体部７２ｂの一方側に電源用の第１コンタクト１４ｂの第１接触部１８ｂが挿入
された状態で接触される第２接触部７４ｂを有し、他方側にワイヤー７８が装着されるワ
イヤー装着部７６ｂを有している。また、第２コンタクト本体部７２ｂの上側８０ｂには
、後述する第２ハウジング８４の第２コンタクト収容部１２０に設けられた爪状のランス
（図示省略）が嵌め込まれる嵌入部８２ｂが形成されており、また、第２コンタクト本体
部７２ｂのワイヤー装着部７６ｂ側にはリテーナ２２６の固定突起２３２が嵌め込まれる
ことにより位置決め固定される固定部８３ｂが形成されている。なお、以下、第２コネク
タ部材６８に設けられた信号用の第２コンタクト７０ａ及び電源用の第２コンタクト７０
ｂはまとめて第２コンタクト７０ともいう。
【００４４】
　次に、図７を参照して、第２ハウジング８４について説明する。第２ハウジング８４は
、一方に内部に収容される第２コンタクト７０と接続される第１コネクタ部材１２の第１
コンタクト１４が挿入される複数の第１コンタクト挿入部８８がそれぞれ形成された第２
前面８６と、第２コンタクト７０が挿入される複数の第２挿入孔９４が形成された第２後
面９２と、リテーナ２２６が装着されるリテーナ装着溝１１０が形成された第２上面１０
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６と、第２上面１０６の反対側の第２底面１１２と、一方の第２側面１１４及び他方の第
２側面１１６を有するブロック体であって、樹脂材料で形成されている。また、第２ハウ
ジング８４の内部には、複数の第２コンタクト７０が収容される第２コンタクト収容部１
２０が第２前面８６に形成された第１コンタクト挿入部８８と第２挿入孔９４とが繋がれ
るようにそれぞれ形成されている。
【００４５】
　第２ハウジング８４の第２前面８６には、第１コンタクト１４の第１接触部１８が挿入
される複数の第１コンタクト挿入部８８と、第１ハウジング２２に形成されたガイド板部
６０が挿入される複数のガイド孔９０が、それぞれ第２ハウジング８４の内部に亘って形
成されている。
【００４６】
　また、第２ハウジング８４の第２後面９２には、第２コンタクト７０が挿入され、第２
コンタクト収容部１２０と連通される第２挿入孔９４と、第２後面９２側に配置されるワ
イヤーシール１７４に形成された嵌入突起１７８（図１１参照）が嵌入されるワイヤーシ
ール嵌入溝９６がそれぞれ形成されている。第２挿入孔９４は、信号用の第２コンタクト
７０ａと、信号用よりやや大きい電源用の第２コンタクト７０ｂが挿入されるようにそれ
ぞれ形成されている。
【００４７】
　また、第２後面９２側の周辺側、すなわち、第２上面１０６側、第２底面１１２側、一
方の第２側面１１４側及び他方の第２側面１１６側には、第２後面９２より延設された筒
状の囲い部９８が形成されている。この囲い部９８は、ワイヤーシール１７４が収容され
る部分となると共に、フード部材１２２に形成された第２ハウジング取付部１３０に取り
付けられる部分となる。なお、囲い部９８の一方の第２側面１１４側及び他方の第２側面
１１６側には、フード部材１２２の第２ハウジング取付部１３０（図９Ａ参照）に取り付
けられる際に挿入が案内されるフード部材ガイド部１００がそれぞれ形成されている。ま
た、囲い部９８の第２上面１０６側、第２底面１１２側、一方の第２側面１１４側及び他
方の第２側面１１６側には、フード部材１２２の第２ハウジング取付部１３０と取り付け
られる複数のフード部材取付部１０２がそれぞれ形成されている。
【００４８】
　第２ハウジング８４の第２上面１０６には、リテーナ２２６が装着されるリテーナ装着
溝１１０が一方の第２側面１１４から他方の第２側面１１６に亘って形成されている。ま
た、第２上面１０６の第２前面８６側には、第１ハウジング２２の内側ガイド部５４が案
内されるガイド溝１０８が形成されている。
【００４９】
　また、第２ハウジング８４の第２底面１１２にも、第１ハウジング２２の内側ガイド部
５４が案内されるガイド溝１０８が形成されている。
【００５０】
　一方の第２側面１１４と他方の第２側面１１６には、第２上面１０６側から装着された
リテーナ２２６が係止されるリテーナ係止突起１１８がそれぞれ形成されている。
【００５１】
　また、第２ハウジング８４の囲い部９８の外周側の各角部には、突出された第２耐震突
起１０４がそれぞれ形成されている。この第２耐震突起１０４は、板状突起が２列に形成
されており、第２前面８６に向かうほど、２列の板状突起の幅が太くなるような、ハの字
状に形成されている。この第２耐震突起１０４は、第２コネクタ部材６８の組み立ての際
に、後述するフード部材１２２に形成された第２耐震突起嵌入溝１３１（図８、図９Ａ参
照）に嵌入されるようになる。
【００５２】
　次に、図８、図９、図１６を参照して、フード部材１２２について説明する。フード部
材１２２は、第２ハウジング８４が挿入されると共に、接続された第１コネクタ部材１２
の第１ハウジング２２の嵌合部４６が嵌合される開口部１２６が形成された前面部１２４
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と、複数のワイヤー７８が挿通されるワイヤー挿通孔１３２がそれぞれ形成された後面部
１２８と、上面部１４２、底面部１４４、一方の側面部１６６及び他方の側面部１７０と
を有する箱状体であって、樹脂材料により形成されている。
【００５３】
　また、フード部材１２２の内側の後面部１２８側には、第２ハウジング８４が取り付け
られる第２ハウジング取付部１３０が形成されている。第２ハウジング取付部１３０には
、第２ハウジング８４の囲い部９８の一方の第２側面１１４側及び他方の第２側面１１６
側の外周側に形成されたフード部材ガイド部１００が案内される溝部１３３が一方の側面
部１６６及び他方の側面部１７０の内側にそれぞれ形成されており、第２ハウジング８４
が取り付けられる際に案内されるようになる。
【００５４】
　また、第２ハウジング取付部１３０には、第２ハウジング８４の囲い部９８の外周側に
形成された、フード部材取付部１０２が取り付けられる係合部１３５がそれぞれ形成され
ており、第２ハウジング８４が取り付けられる際に、フード部材取付部１０２と係合され
て取り付けられるようになる。
【００５５】
　さらに、第２ハウジング取付部１３０には、第２ハウジング８４の囲い部９８の外周側
に形成された第２耐震突起１０４が嵌入されるくさび状の第２耐震突起嵌入溝１３１が各
角部にそれぞれ形成されている。この耐震突起嵌入溝１３１は、第２ハウジング８４がフ
ード部材１２２に取り付けられる際に、第２ハウジング８４の囲い部９８にハの字状に形
成され形成された第２耐震突起１０４が嵌入されると、この第２耐震突起１０４の幅が狭
くなるように変形されることで、第２耐震突起１０４と第２耐震突起嵌入溝１３１が隙間
なく嵌め合わされるようになり、第２ハウジング８４とフード部材１２２とが固定され、
振動等に対して高い耐久性を得ることができるようになる。
【００５６】
　なお、フード部材１２２の内側の後面部１２８側の面は、第２コネクタ部材６８が組み
立てられた際に、後述するワイヤーシール１７４が当接されるワイヤーシール当接面１５
０となる。
【００５７】
　また、フード部材１２２の内側であって、第２ハウジング取付部１３０に対して前面部
１２４側の各角部には、突出された第１耐震突起１６４がそれぞれ形成されている。この
第１耐震突起１６４は、第１ハウジング２２の嵌合部４６に形成された第１耐震突起嵌入
溝６１に嵌入される部分となり、前述した第２耐震突起１０４のように、板状突起が２列
に形成されており、後面部１２８に向かうほど、２列の板状突起の幅が太くなるような、
ハの字状に形成されている。そして、第１耐震突起１６４は、くさび状に形成された第１
耐震突起嵌入溝６１に嵌入されることで、第１コネクタ部材１２と第２コネクタ部材６８
が接続される際に、上述した、第２耐震突起１０４と第２耐震突起嵌入溝１３１と同様に
、高い耐震性を得ることができるようになる。
【００５８】
　なお、フード部材１２２に第２ハウジング８４が取り付けられた場合には、第２ハウジ
ング８４の外周側とフード部材１２２の内側との間に隙間１７３が形成されるようになり
、この隙間１７３は、第１コネクタ部材１２と第２コネクタ部材６８が接続される際に、
第１コネクタ部材１２の嵌合部４６が嵌まり込む部分となる（図４Ｃ、図１６Ｂ参照）。
【００５９】
　また、フード部材１２２の第２ハウジング取付部１３０には、第２ハウジング８４の囲
い部９８が侵入するための隙間部１５２が環状に形成されている（図１６Ｂ参照）。この
隙間部１５２は、第２ハウジング８４とフード部材１２２がワイヤーシール１７４が間に
挟まれて組み立てられた状態では、隙間部１５２の奥側と第２ハウジング８４の囲い部９
８の先端部分との間には隙間が設けられるようになる。一方、第１コネクタ部材１２と第
２コネクタ部材６８が接続される際に、フード部材１２２が第２ハウジング８４側へ押圧
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されることでワイヤーシール１７４が圧縮されるようになり、このワイヤーシール１７４
が圧縮された距離を第２ハウジング８４の囲い部９８が隙間部１５２を移動するようにな
る。なお、詳細は後述する。
【００６０】
　また、フード部材１２２の一方の側面部１６６の内側には、第１ハウジング２２に形成
された外側ガイド部５６がガイドされる嵌合部ガイド溝１６８が形成されている。
【００６１】
　また、図９Ｂ及び図１６Ａに示すように、フード部材１２２の上面部１４２側及び底面
部１４４側の内側には、所定の隙間を有するように板体が設けられている。この隙間は、
後述するスライド部材２４２が反復移動可能に配置されるスライド部材移動部１５４とな
り、板体は、スライド部材２４２を摺動可能に支持するスライド部材支持部１５６となる
。
【００６２】
　このスライド部材移動部１５４は、フード部材１２２の上面部１４２及び底面部１４４
と略同じ広さであって、スライド部材２４２がフード部材１２２の一方の側面部１６６側
と他方の側面部１７０側との間を移動されるようになっている。また、後面部１２８側の
スライド部材移動部１５４には、後述するスライド部材２４２に形成されたスライドレー
ル部２７０が嵌め込まれ、移動されるスライドレール溝１５８が形成されている。また、
スライド部材移動部１５４の前面部１２４側には、スライド部材２４２の一方の長尺辺２
４８（図１０参照）が摺動可能に支持されるスライド部材支持壁１６０がそれぞれ形成さ
れている。
【００６３】
　さらに、スライド部材支持部１５６には、第１ハウジング２２に形成された突起部５８
が通過される通過溝１４６がそれぞれ形成されている。また、通過溝１４６の外側、すな
わち、一方の側面部１６６側及び他方の側面部１７０側には、第１ハウジング２２の嵌合
部４６に形成された案内突起部５９が案内される案内レール溝１４８がそれぞれ形成され
ている。
【００６４】
　なお、第１コネクタ部材１２と第２コネクタ部材６８が接続される場合に、通過溝１４
６を通過した第１ハウジング２２の嵌合部４６の突起部５８は、スライド部材支持部１５
６から上面部１４２側及び底面部１４４側に向かって突出されるようになり、後述するス
ライド部材２４２に形成されたスライド溝部２５６と係合されるようになる（図１０、図
１６Ａ参照）。
【００６５】
　また、スライド部材支持部１５６に形成された案内レール溝１４８の一方は、挿入され
たスライド部材２４２を一時的に係止させる部分となっている。すなわち、スライド部材
移動部１５４に挿入されたスライド部材２４２が、第１コネクタ部材１２と第２コネクタ
６８の嵌合前に移動しないようにするために、スライド部材２４２に形成された係止突部
２７２が案内レール溝１４８の一部に係止されるようになっている。そして、このスライ
ド部材２４２の係止突部２７２は、第１コネクタ部材１２と第２コネクタ部材６８が接続
される場合に、第１ハウジング２２の嵌合部４６に形成された案内突起部５９が案内レー
ル溝１４８を移動される際に、案内突起部５９が案内レール溝１４８に係止されたスライ
ド部材２４２の係止突部２７２を押し上げることで、スライド部材２４２の係止が解除さ
れるようになっている。
【００６６】
　また、フード部材１２２の後面部１２８の上面部１４２側及び底面部１４４側の略中央
部分には、後述するレバー部材１８４の爪部１９６が挿通される爪部挿通孔１４９がそれ
ぞれ形成されている。この爪部挿通孔１４９は、スライド部材移動部１５４に繋がれてお
り、この爪部挿通孔１４９を挿通された爪部１９６はレバー部材１８４の回転に応じて回
転可能とされ、また、スライド部材２４２に形成された係合溝２６６と噛み合うようにな
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る（図１６Ａ参照）。
【００６７】
　さらに、フード部材１２２の一方の側面部１６６及び他方の側面部１７０の上面部１４
２側及び底面部１４４側には、それぞれスライド部材２４２が挿入されるスライド部材挿
入口１６２が形成されている。
【００６８】
　また、フード部材１２２の前面部１２４には、第２コネクタ部材６８を組み立てる際に
第２ハウジング８４が挿入される開口部１２６が形成されている。この開口部１２６は、
第１コネクタ部材１２と接続される際に、第１ハウジング２２の嵌合部４６が嵌合される
部分ともなる。なお、前面部１２４の上面部１４２側、底面部１４４側及び一方の側面部
１６６側には、フード部材１２２の内側に形成された通過溝１４６や案内レール溝１４８
、嵌合部ガイド溝１６８に繋がる溝がそれぞれ形成されている。
【００６９】
　また、フード部材１２２の後面部１２８には、複数のワイヤー７８が挿通される複数の
ワイヤー挿通孔１３２が前面部１２４側から貫通されて形成されている。このワイヤー挿
通孔１３２は、信号用のものと、電源用のものが挿通されるようになっている。
【００７０】
　また、フード部材１２２の後面部１２８の上面部１４２側及び底面部１４４側には、後
述するカバー部材２０４が取り付けられるカバー部材取付部１３４がそれぞれ形成されて
いる。このカバー部材取付部１３４は、カバー部材２０４に形成された挿入板部２０８が
挿入される平開口部１３６と、カバー部材２０４の係止突起２１２が係止される係止部１
３８がそれぞれ形成されている（図１１参照）。また、平開口部１３６には、カバー部材
２０４の挿入板部２０８の一部が切り掛かれたスリット部２１０が嵌まり込み、位置決め
固定がされる仕切り部１４０がそれぞれ形成れている。
【００７１】
　また、フード部材１２２の後面部１２８から一方の側面部１６６及び他方の側面部１７
０にかけて、一部が切り欠かれて段状に形成された段部１７２がそれぞれ設けられている
。この段部１７２には、カバー部材２０４に形成された側壁部２２４が嵌まり込むように
なる。なお、実施形態では、一方の側面部１６６側に形成された段部１７２にカバー部材
２０４の側壁部２２４が嵌まり込むようになる。
【００７２】
　次に、図１０、図１６を参照して、スライド部材２４２について説明する。実施形態の
第２コネクタ部材６８では、一対のスライド部材２４２が用いられ、フード部材１２２の
上面部１４２側及び底面部１４４側に一枚ずつ設けられるようになる。なお、２枚のスラ
イド部材２４２は、向かい合うように配置され、それぞれが対称となるように形成されて
いるので、フード部材１２２の底面部１４４側に設けられるスライド部材２４２を代表し
て説明する。
【００７３】
　スライド部材２４２は、所定面積を有する、例えば矩形状の板状体で形成されており、
２本のスライド溝部２５６が形成された表面２４４と、スライド溝部２５６を覆うような
底板２６４が形成された裏面２４６と、スライド部材２４２の移動方向に沿った長尺の一
対の長尺辺２４８、２５０と、嵌合方向に沿った一対の短尺辺２５２、２５４とを有し、
樹脂材料で形成されている。
【００７４】
　スライド部材２４２の表面２４４には、一対のスライド溝部２５６が形成されている。
このスライド溝部２５６は、それぞれ、一方の長尺辺２４８から切り込まれ、短尺辺２５
２、２５４に沿うやや傾斜した縦溝２５８と長尺辺２４８、２５０に沿うやや傾斜した横
溝２６０と、この縦溝２５８と横溝２６０を繋ぐ曲線状の角溝２６２とを有し、略Ｌ字状
に形成されている。このスライド溝部２５６は、第１コネクタ部材１２と第２コネクタ部
材６８が接続される際に、第１ハウジング２２の嵌合部４６に形成された突起部５８が通
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る溝となる。なお、横溝２６０は、第１コネクタ部材１２と第２コネクタ部材６８が接続
される際のスライド部材２４２の移動方向において、前方側としての他方の短尺辺２５４
側に比べ後方側としての一方の短尺辺２５２側が他方の長尺辺２５０に近づくように傾斜
されて形成されている。
【００７５】
　また、スライド部材２４２の表面２４４には、係止突部２７２が形成されており、スラ
イド部材２４２がフード部材１２２のスライド部材移動部１５４に挿入された際に、スラ
イド部材支持部１５６に形成された案内レール溝１４８の一方に係止され、フード部材１
２２のスライド部材移動部１５４内に位置決め固定されるようになる。
【００７６】
　また、スライド部材２４２のスライド溝部２５６の入り口が形成された一方の長尺辺２
４８とは反対側の他方の長尺辺２５０には、後述するレバー部材１８４の爪部１９６と噛
み合う係合溝２６６が形成されている。この係合溝２６６は、スライド部材２４２の内側
に向かって窪んだ複数、実施形態では３つの凹み部２６８を有する曲線状の凹凸で構成さ
れている。なお、この凹み部２６８に爪部１９６の爪片１９８が噛み合うようになる。ま
た、係合溝２６６は、表面２４４から裏面２４６にかけて切り込まれて形成されている。
【００７７】
　また、係合溝２６６が形成された側の他方の長尺辺２５０の表面２４４側に、この他方
の長尺辺２５０に沿ったスライドレール部２７０が突出して形成されている。このスライ
ドレール部２７０は、フード部材１２２のスライド部材支持部１５６に形成されたスライ
ドレール溝１５８に嵌め込まれ、スライド部材２４２の移動を案内する部分となる。
【００７８】
　次に、図５、図１１、図１６を参照して、ワイヤーシール１７４について説明する。ワ
イヤーシール１７４は、所定の厚みを有し、複数のワイヤー７８が挿通される複数のワイ
ヤー挿通部１７６が形成された板状体であって、ゴム等の弾性力を有する弾性部材で形成
されている。
【００７９】
　ワイヤーシール１７４は、第２ハウジング８４と接して設けられる側には、複数の嵌入
突起１７８が形成されており、第２ハウジング８４に形成されたワイヤーシール嵌入溝９
６に嵌入されるようになる。
【００８０】
　また、ワイヤーシール１７４の外周部１８０には、環状に凹凸１８２が形成されている
。そして、ワイヤーシール１７４は、第２ハウジング８４の第２後面９２側の囲い部９８
の内部に取り付けられた状態で、第２ハウジング８４と共にフード部材１２２に取り付け
られるようになる。このとき、ワイヤーシール１７４は、フード部材１２２の内側の後面
部１２８側のワイヤーシール当接面１５０に当接されるようになる。そのため、ワイヤー
シール１７４は、フード部材１２２の内側のワイヤーシール当接面１５０と第２ハウジン
グ８４の第２後面９２に挟まれるように配置されるようになる。
【００８１】
　次に、図１２を参照して、カバー部材２０４について説明する。カバー部材２０４は、
フード部材１２２の後面部１２８側に取り付けられ、挿通された複数のワイヤー７８を案
内するための通路を形成するものである。
【００８２】
　カバー部材２０４のフード部材１２２に取り付けられる取付面２０６は、開放された開
口となっている。また、カバー部材２０４は、取付面２０６から導かれたワイヤー７８を
案内するような通路が、第１コネクタ部材１２と第２コネクタ部材６８の嵌合方向に対し
て略直角方向に向かうように形成されており、取付面２０６の反対側の案内壁面２１４は
一部が傾斜して形成されている。また、取付面２０６と案内壁面２１４とを繋ぐように、
カバー上面２１８、カバー底面２２０及びカバー側面２２２で囲まれており、カバー側面
２２２と対向する側は、ワイヤー７８が出されるために開放されている。
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【００８３】
　また、カバー部材２０４の取付面２０６のカバー上面２１８側及びカバー底面２２０側
には、フード部材１２２の後面部１２８に形成されたカバー部材取付部１３４に取り付け
られる挿入板部２０８及び係止突起２１２がそれぞれ形成されている。この挿入板部２０
８は、取付面２０６のカバー上面２１８及びカバー底面２２０と沿うような板状にそれぞ
れ形成されている。また、係止突起２１２は、この挿入板部２０８のカバー側面２２２側
及びカバー側面２２２と反対側にそれぞれ形成されている。なお、挿入板部２０８には、
複数のスリット部２１０が形成されており、フード部材１２２のカバー部材取付部１３４
に形成された仕切り部１４０に噛み合うようになる。
【００８４】
　また、カバー部材２０４のカバー上面２１８及びカバー底面２２０には、レバー部材１
８４を一時的に止めておくための止め突起２１５がそれぞれ形成されている。
【００８５】
　また、カバー部材２０４のカバー側面２２２側には、フード部材１２２側に延設された
側壁部２２４が形成されている。
【００８６】
　さらに、カバー部材２０４の案内壁面２１４の外側には、後述するレバー部材１８４の
ロック部１９０（図１３、図１６参照）が固定されるロック突起２１６が形成されている
。
【００８７】
　また、カバー部材２０４のカバー上面２１８及びカバー底面２２０には、取付面２０６
側に貫通された軸受部２２５がそれぞれ形成されている。この軸受部２２５には、レバー
部材１８４に形成された軸部１９４（図１３参照）が回転自在に取り付けられるようにな
る。なお、カバー部材２０４へのレバー部材１８４の取り付けは、カバー部材２０４のカ
バー上面２１８側及びカバー底面２２０側からレバー部材１８４の軸部１９４を軸受部２
２５に挿入すること行われる。
【００８８】
　また、フード部材１２２とカバー部材２０４の取り付けは、先にカバー部材２０４にレ
バー部材１８４を取り付けた後、フード部材１２２のカバー部材取付部１３４の平開口部
１３６に、カバー部材２０４の取付面２０６の挿入板部２０８を挿入して行われる。この
とき、挿入板部２０８に形成されたスリット部２１０が平開口部１３６内に形成された仕
切り部１４０に嵌入されるようになり、また、レバー部材１８４の爪部１９６がフード部
材１２２の爪部挿通孔１４９に挿通されるようになる。そして、フード部材１２２のカバ
ー部材取付部１３４に形成された係止部１３８にカバー部材２０４の係止突起２１２を係
止させることでフード部材１２２とカバー部材２０４の取り付けが行われる。このとき、
あらかじめフード部材１２２のスライド部材移動部１５４に挿入されたスライド部材２４
２の係合溝２６６と噛み合うようになる。
【００８９】
　次に、図１３を参照して、レバー部材１８４について説明する。レバー部材１８４は、
所定長さの操作部１８６と、操作部１８６の両端側であって、対向するように延設された
一対の腕部１９２と、一対の腕部１９２の端部側に複数の爪片１９８が放射状に延設され
た爪部１９６と、爪部１９６の内側、すなわち、各爪部１９６が向かい合う側からそれぞ
れ突出された軸部１９４と、を有し、樹脂材料で形成されている。
【００９０】
　操作部１８６は、使用者がレバー部材１８４を操作するために用いる部分であり、腕部
１９２が延設された側の反対の面には、例えば、滑り止めとしての複数の凹凸溝１８８が
形成されている。
【００９１】
　また、操作部１８６の凹凸溝１８８が形成された面とは反対側の面の端辺には、ロック
部１９０が形成されている。このロック部１９０は、第１コネクタ部材１２と第２コネク
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タ部材６８が接続された際に、カバー部材２０４に形成されたロック突起２１６（図１２
、図１６参照）と係止されて固定される部分である。
【００９２】
　また、腕部１９２は、所定長さを有する一対の板体であって、レバー部材１８４が回転
移動する際に、カバー部材２０４のカバー上面２１８側及びカバー底面２２０側に沿って
移動されるようになる。なお、腕部１９２の内側には、カバー部材２０４のカバー上面２
１８及びカバー底面２２０に形成された止め突起２１５が嵌まり込む止め穴２００がそれ
ぞれ形成されている。
【００９３】
　また、爪部１９６は、腕部１９２の端部から放射状に突出された複数、実施形態では３
本の爪片１９８で構成されている。この爪部１９６は、スライド部材２４２に形成された
係合溝２６６と噛み合わされることで、レバー部材１８４の回転に応じて、スライド部材
２４２を移動させることができるようになる。
【００９４】
　また、軸部１９４は、腕部１９２の端部の爪部１９６の略中央部分から略直角方向に突
出された略円形の柱状体でそれぞれ形成されている。この軸部１９４は、カバー部材２０
４に形成された軸受部２２５に取り付けられることで、レバー部材１８４が回転されるよ
うになる。なお、実施形態では、軸部１９４には、窪みが形成されている。
【００９５】
　次に、図１４を参照して、リテーナ２２６について説明する。リテーナ２２６は、所定
の厚さを有する板状体であって、複数の第２コンタクト７０が挿通されるコンタクト挿通
孔２２８と、第１コネクタ部材１２の第１ハウジング２２に形成されたガイド板部６０が
挿通される複数のガイド板部挿通溝２３０が形成されている。
【００９６】
　このコンタクト挿通孔２２８の上部２２９には、第２コンタクト７０に形成された固定
部８３に嵌め込まれる固定突起２３２がそれぞれ形成されている。
【００９７】
　また、リテーナ２２６の両側部側２３４、２３４には、一対の取付片２３６が形成され
ており、取付片２３６の内側には、第２ハウジング８４の一方の第２側面１１４及び他方
の第２側面１１６に形成されたリテーナ係止突起１１８（図７参照）に係止される係止用
リブ２３８がそれぞれ形成されている。
【００９８】
　リテーナ２２６は、第２ハウジング８４に第２コンタクト７０が装着される前にリテー
ナ装着溝１１０に挿入しておき、第２ハウジング８４の第２コンタクト収容部１２０に第
２コンタクト７０が収容された後、リテーナ２２６を押し込むことで、第２コンタクト７
０に形成された固定部８３にリテーナ２２６の固定突起２３２が嵌まり込み、第２コンタ
クト７０が位置決め固定されるようになる。
【００９９】
　シール部材２４０は、図５、図１６に示すように、ゴム等の弾性力を有する弾性部材に
より環状に形成されており、第２ハウジング８４の外周のシール部材装着部１２１に取り
付けられる（図４Ｃ参照）。そして、シール部材２４０は、第１コネクタ部材１２と第２
コネクタ部材６８が接続された場合、第１ハウジング２２の嵌合部４６の内側と密着され
ることで、防水機能を有するものである。
【０１００】
　次に、図１、図１５～図１９を参照して、第１コネクタ部材１２と第２コネクタ部材６
８の接続について説明する。
【０１０１】
　第１コネクタ部材１２と第２コネクタ部材６８の接続は、まず、図１Ｂに示すように、
接続させる第１コネクタ部材１２と第２コネクタ部材６８を対応させて配置させる。この
とき、第１コネクタ部材１２の第１ハウジング２２の嵌合部４６の片方の側面側５０に形
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成された外側ガイド部５６と、第２コネクタ部材６８のフード部材１２２の一方の側面部
１６６に形成された嵌合部ガイド溝１６８とが対応するように配置させる。このようにす
ることで、第２コネクタ部材６８が反対向きで接続されることを防止することができる。
【０１０２】
　次に、図１５、図１６に示すように、第１コネクタ部材１２の嵌合部４６に第２コネク
タ部材６８を挿入させる。このとき、第１コネクタ部材１２の嵌合部４６が第２コネクタ
部材６８の第２ハウジング８４とフード部材１２２の間の隙間１７３に挿入すると共に、
この挿入の際に、嵌合部４６の上面側４８及び底面側５２の内側にそれぞれ形成された複
数の内側ガイド部５４が、第２ハウジング８４の第２上面１０６及び第２底面１１２にそ
れぞれ形成されたガイド溝１０８に案内され、また、嵌合部４６の内側の第１ハウジング
本体部２４の第１前面２６から突出された第１コンタクト１４及び、第１前面２６に形成
されたガイド板部６０が、第２ハウジング８４の第２前面８６に形成された第１コンタク
ト挿入部８８及びガイド孔９０にそれぞれ挿入される。なお、第１コンタクト１４は、第
２ハウジング８４の第１コンタクト挿入部８８から挿入された後、第２ハウジング８４の
第２コンタクト収容部１２０に収容された第２コンタクト７０とそれぞれ接触されるよう
になる。
【０１０３】
　さらに、この挿入の際に、嵌合部４６の片方の側面側５０の外周側に形成された外側ガ
イド部５６が、第２コネクタ部材６８のフード部材１２２の一方の側面部１６６の内側に
形成された嵌合部ガイド溝１６８に案内されるようになる。
【０１０４】
　また、嵌合部４６の上面側４８及び底面側５２の外周側に形成された各案内突起部５９
が、フード部材１２２の上面部１４２及び底面部１４４の内側に形成された案内レール溝
１４８に沿って移動される。このとき、案内レール溝１４８に係止されたスライド部材２
４２に形成された係止突部２７２が、この案内レール溝１４８を移動されている案内突起
部５９に押圧されることで、係止突部２７２の係止が解除され、スライド部材２４２が移
動できるようになる。
【０１０５】
　さらにまた、嵌合部４６の上面側４８及び底面側５２に形成された各突起部５８が、フ
ード部材１２２の上面部１４２側及び底面部１４４側の内側に設けられたスライド部材支
持部１５６に形成された各通過溝１４６を通過される。このとき、各突起部５８は、フー
ド部材１２２のスライド部材移動部１５４に設けられたスライド部材２４２に形成された
各スライド溝部２５６に入り込むようになる。なお、嵌合部４６の各突起部５８は、スラ
イド部材２４２のスライド溝部２５６の嵌合方向に沿った縦溝２５８を通り、角溝２６２
の手前の位置に配置されるようになる。
【０１０６】
　また、図１６Ｂに示すように、第２ハウジング８４の第２後面９２側に形成された囲い
部９８の先端側、すなわち、嵌合方向側がフード部材１２２の後面部１２８の内側のワイ
ヤーシール当接面１５０の外周部に形成された隙間部１５２に入り込むようになる。この
とき、囲い部９８の先端側と隙間部１５２の奥側とは当接されずに、隙間が設けられてい
る。なお、レバー部材１８４が操作されていない状態では、ワイヤーシール１７４は圧縮
されていない。
【０１０７】
　次に、図１７に示すように、第２コネクタ部材６８のレバー部材１８４を回転させる。
このレバー部材１８４を軸部１９４の軸に回転させることにより、レバー部材１８４の爪
部１９６の爪片１９８とスライド部材２４２の係合溝２６６の凹み部２６８が噛み合いな
がら回転されることで、スライド部材２４２がスライド部材移動部１５４を図１７Ａを平
面視した場合の右方向、すなわち、スライド溝部２５６の縦溝２５８から嵌合部４６の突
起部５８が離間される方向に移動されるようになる。このとき、嵌合部４６の各突起部５
８は、スライド部材２４２のスライド溝部２５６内を、角溝２６２から嵌合方向とは略直
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角方向の傾斜された横溝２６０に移動されるようになる。また、スライド部材２４２の移
動は、スライド部材２４２のスライドレール部２７０と一方の長尺辺２４８がスライド部
材移動部１５４のスライドレール溝１５８とスライド部材支持壁１６０に沿って行われる
。
【０１０８】
　なお、スライド溝部２５６の横溝２６０がやや傾斜して形成されていることで、スライ
ド部材２４２の移動に伴い、嵌合部４６の各突起部５８がこの傾斜された横溝２６０に誘
い込まれることで、第２コネクタ部材６８が第１コネクタ部材１２に近づく方向、すなわ
ち、嵌合方向に移動されるようになる。
【０１０９】
　また、図１７Ｂに示すように、第２コネクタ部材６８が第１コネクタ部材１２に近づく
ことで、第２ハウジング８４の第２後面９２側に形成された囲い部９８が、フード部材１
２２の後面部１２８の内側のワイヤーシール当接面１５０の外周部に形成された隙間部１
５２により入り込むようになる。このとき、ワイヤーシール１７４は、第２ハウジング８
４の第２後面９２とフード部材１２２のワイヤーシール当接面１５０との間に挟まれるこ
とで、徐々に圧縮されるようになっている。なお、この場合でも、囲い部９８の先端側と
隙間部１５２の奥側とは当接されずに、隙間が設けられている。
【０１１０】
　その後、図１８Ａに示すように、さらにレバー部材１８４を回転させることで、スライ
ド部材２４２がさらに右方向に移動されると共に、嵌合部４６の各突起部５８がスライド
部材２４２のスライド溝部２５６の傾斜された横溝２６０に押圧されることで第２コネク
タ部材６８が第１コネクタ部材１２にさらに近づく方向に移動される。このとき、図１８
Ｂに示すように、第２コネクタ部材６８の第２ハウジング８４の第２前面８６が第１コネ
クタ部材１２の第１ハウジング２２の第１前面２６と当接され、嵌合方向の移動が規制さ
れるようになる。また、第２ハウジング８４の第２後面９２側に形成された囲い部９８は
、フード部材１２２の後面部１２８の内側のワイヤーシール当接面１５０の外周部に形成
された隙間部１５２の奥側にさらに入り込むようになる。
【０１１１】
　なお、図１８Ｂに示すように、ワイヤーシール１７４は、第２ハウジング８４の第２後
面９２とフード部材１２２のワイヤーシール当接面１５０との間に挟まれることで、さら
に圧縮されるようになる。
【０１１２】
　また、レバー部材１８４は、第２ハウジング８４と第１ハウジング２２がと当接された
状態では、レバー部材１８４のロック部１９０とカバー部材２０４のロック突起２１６と
の間には少しの距離が設けられ、固定されていない。
【０１１３】
　その後、さらにレバー部材１８４を回転させ、図１９Ａ、図１９Ｂに示すように、カバ
ー部材２０４のロック突起２１６にレバー部材１８４のロック部１９０と、を係止し、固
定させる。
【０１１４】
　このレバー部材１８４の回転により、スライド部材２４２がさらに右方向に移動される
ことで、嵌合部４６の各突起部５８がスライド部材２４２のスライド溝部２５６の傾斜さ
れた横溝２６０に押圧され、第１コネクタ部材１２と第２コネクタ部材とが嵌合方向に力
がかかるようになる。しかし、第２コネクタ部材６８の第２ハウジング８４と第１コネク
タ部材１２の第１ハウジング２２が当接され、第２ハウジング８４の移動が規制されてい
ることで、ワイヤーシール１７４が圧縮され、フード部材１２２のみが移動されるように
なる。このフード部材１２２の移動は、第２ハウジング８４とフード部材１２２の間のワ
イヤーシール１７４が圧縮された距離が、フード部材１２２の移動距離となる。
【０１１５】
　なお、第２ハウジング８４の第２後面９２側に形成された囲い部９８の先端側と、フー
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ド部材１２２の後面部１２８の内側のワイヤーシール当接面１５０の外周部に形成された
隙間部１５２の奥側とが最も近づくようになる。このとき、第２ハウジング８４の囲い部
９８の先端側と、フード部材１２２の隙間部１５２の奥側とが当接されるようにしてもよ
い。
【０１１６】
　このように、実施形態のコネクタ１０は、第２コネクタ部材６８の第２ハウジング８４
とフード部材１２２の間に設けられたワイヤーシール１７４が圧縮される構成とすること
で、第１コネクタ部材１２と第２コネクタ部材６８が固定された状態において、第２ハウ
ジング８４とフード部材１２２の間で圧縮されたワイヤーシール１７４の弾性力により、
第２ハウジング８４が第１ハウジング２２側へ常に押圧された状態を保つことができるた
め、がたつきを抑制し、高い耐震性を得ることができるようになる。
【０１１７】
　また、ワイヤーシール１７４が圧縮されることで、ワイヤー７８が挿通されたワイヤー
挿通部１７６も圧縮され、ワイヤー挿通部１７６の孔径が縮むようになり、より防水性を
高めることができる。
【０１１８】
　なお、実施形態の第１コネクタ部材１２に設けられた第１コンタクト１４と第２コネク
タ部材６８の設けられた第２コンタクト７０は、上述した第１コネクタ部材１２と第２コ
ネクタ部材６８との接続に応じて、第２コンタクト７０の第２接触部７４（７４ａ、７４
ｂ）内に第１コンタクト１４の第１接触部１８（１８ａ、１８ｂ）が徐々に挿入されるこ
とで行われるようになる。
【０１１９】
　以上で第１コネクタ部材１２と第２コネクタ部材６８の接続が完了する。なお、第１コ
ネクタ部材１２と第２コネクタ部材６８の接続を解除する場合は、レバー部材１８４のロ
ック部１９０をカバー部材２０４のロック突起２１６から外し、レバー部材１８４を反対
に回転させることで容易に行うことができる。
【０１２０】
　なお、実施形態では、ロック機構６９を第１ハウジング２２の突起部５８と係止される
スライド部材２４２と、スライド部材２４２を移動させるレバー部材１８４とで構成され
た場合を説明したが、これに限らず、レバー部材に突起部を係止させ、レバー部材の回転
により突起部を引き込むことで、第１コネクタ部材と第２コネクタ部材を嵌合方向に移動
させるような構成とすることもできる。
【０１２１】
　また、実施形態では、レバー部材１８４は、樹脂材料で形成された場合を説明したが、
これに限らず、例えば、金属材料で形成してもよい。
【符号の説明】
【０１２２】
１０：コネクタ　１２：第１コネクタ部材　１４：第１コンタクト　１８：第１接触部　
２０：接続部　２２：第１ハウジング　２４：第１ハウジング本体部　２６：第１前面　
３０：第１後面　３４：第１上面　３６：第１底面　３８：一方の第１側面　４０：他方
の第１側面　４２：第１コンタクト収容部　４４：補整板取付部　４６：嵌合部　４８：
上面側　５０：側面側　５２：底面側　５４：内側ガイド部　５６：外側ガイド部　５８
：突起部　５９：案内突起部　６０：ガイド板部　６１：第１耐震突起　６２：補整板　
６４：貫通孔　６６：被取付部　６８：第２コネクタ部材　６９：ロック機構　７０：第
２コンタクト　７４：第２接触部　７６：ワイヤー装着部　７８：ワイヤー　８２：嵌入
部　８３：固定部　８４：第２ハウジング　８６：第２前面　８８：第２コンタクト挿入
部　９０：ガイド孔　９２：第２後面　９４：第２挿入孔　９６：ワイヤーシール嵌入溝
　９８：囲い部　１００：フード部材ガイド部　１０２：フード部材取付部　１０４：第
２耐震突起　１０６：第２上面　１０８：ガイド溝　１１０：リテーナ装着溝　１１２：
第２底面　１１４：一方の第２側面　１１６：他方の第２側面　１１８：リテーナ係止突
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起　１２０：第２コンタクト収容部　１２１：シール部材装着部　１２２：フード部材　
１２４：前面部　１２６：開口部　１２８：後面部　１３０：第２ハウジング取付部　１
３１：第２耐震突起嵌入溝　１３２：ワイヤー挿通孔　１３３：溝部　１３４：カバー部
材取付部　１３５：係合部　１３６：平開口部　１３８：係止部　１４０：仕切り部　１
４２：上面部　１４４：底面部　１４６：通過溝　１４８：案内レール溝　１４９：爪部
挿通孔　１５２：隙間部　１５４：スライド部材移動部　１５６：スライド部材支持部　
１５８：スライドレール溝　１６０：スライド部材支持壁　１６２：スライド部材挿入口
　１６４：第１耐震突起嵌入溝　１６６：一方の側面部　１６８：嵌合部ガイド溝　１７
０：他方の側面部　１７２：段部　１７３：隙間　１７４：ワイヤーシール（弾性部材）
　１７６：ワイヤー挿通部　１７８：嵌入突起　１８０：外周部　１８２：凹凸　１８４
：レバー部材　１８６：操作部　１８８：凹凸溝　１９０：ロック部　１９２：腕部　１
９４：軸部　１９６：爪部　１９８：爪片　２００：止め穴　２０４：カバー部材　２０
６：取付面　２０８：挿入板部　２１０：スリット部　２１２：係止突起　２１４：案内
壁面　２１５：止め突起　２１６：ロック突起　２１８：カバー上面　２２０：カバー底
面　２２２：カバー側面　２２４：側壁部　２２５：軸受部　２２６：リテーナ　２２８
：コンタクト挿通孔　２２９：上部　２３０：ガイド板部挿通溝　２３２：固定突起　２
３４：側部側　２３６：取付片　２３８：係止用リブ　２４０：シール部材　２４２：ス
ライド部材　２４４：表面　２４６：裏面　２４８：一方の長尺辺　２５０：他方の長尺
辺　２５２、２５４：短尺辺　２５６：スライド溝部　２５８：縦溝　２６０：横溝　２
６２：角溝　２６４：底板　２６６：係合溝　２６８：凹み部　２７０：スライドレール
部　２７２：係止突部

【図１】 【図２】
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